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はしがき
　自動車や電気機械にみる如く、日系企業は ASEAN においてグローバル
バリューチェーン（国際的な付加価値創出の連鎖網、以下 GVC と略）を構
築してきた。次の事業展開先としては、南アジアや中東・アフリカが注目さ
れている。インドやアフリカでは人口増が見込まれ、中東では富裕層が存在
し、アフリカでも中間層が増えている。しかしこれら地域では、イスラム文
化等、政治・経済・社会面で固有の特徴があり、日系企業は業務展開に苦労
している。日本人としては、生活面でのハードシップも小さくない。
　南アジア、中東・アフリカについて、GVC に関する先行研究を学術論
文のデータベース（EBSCOhost 他）で調べると、GVC における新興国の
アップグレード（高度化）を論じたものが散見される。Barnesa and Morris
　（2008） は、南アフリカの自動車産業が GVC とのリンクを強化しつつ発展
したことを述べている。また Haakonsson（2009）は、ウガンダの製薬業界
が、当初はインドのジェネリック薬を輸入していたものの、後に自国で製造
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できるようになった過程を論じている。ただし全般に個別国に関する研究が
中心で、分析の視座も経済・産業レベルに留まることが多い。総じて個別企
業の事例研究は必ずしも十分になされていない。
　一方民間企業はこの地域の成長性に多大な関心を抱いている。ロサンゼル
スを本拠とする不動産調査会社、CBRE による2012年のグローバル小売業の
出店状況調査では、ドバイの他、アブダビ、クウェート、リャドが上位にラ
ンクしている。また AT カーニーによる2015年のグローバル小売業の出店
状況調査では、カタール、アラブ首長国連邦（以下 UAE と略）、サウジア
ラビア、オマーン、クウェートが上位30位以内にランクしている（サブサハ
ラアフリカではボツワナ、ナイジェリア、アンゴラが注目都市として挙げら
れている）。
　他方日本では、先行研究を学術論文のデータベース（JAIRO 他）でみる
限り、当該地域が日本から遠いこともあり、民族的／社会文化的な研究を除
けば、開発経済等の研究が中心的で、経営関連の研究はあまり見当たらない。
一般書籍では、安積（2009）などが日系企業の西方展開の可能性を大胆に論
じているが、データの裏付けは必ずしも十分ではない。
　総じて当該地域には、発展段階の異なる多様な国が混在しており、単独の
特定国を対象とした研究が多く、諸国間の「つながり方」を論じたものは乏
しい。特に日本〜インド〜中東・アフリカ間の GVC 展開に着目した研究は
見当たらないのが現状である。
　
第 1節　研究の概要
　上記を踏まえ、本稿では日系の南アジア、中東・アフリカ進出企業を主
対象とし、GVC 展開の観点から分析を行う。バリューチェーンは Porter
　（1985）の提唱した「価値連鎖」の概念であるが、GVC（国際的な付加価
値創出の連鎖網）は、国境を越えた付加価値創出網の「つながり方」を扱う
ものである。先進国の多国籍企業は、GVC 全体の管理や再構築に注力して
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いる。GVC は「どこで付加価値を生み出すか」という、ビジネスモデルの
問題とも関係している。
　当研究では、まずマクロのデータにより付加価値の流れを概観した後、ミ
クロの企業調査を行った。具体的には、OECD による付加価値貿易1 のデー
タベース（TiVA: Trade in Value Added）や、各社プレスリリース、IR 資
料、ウェブサイト、各種報道等で特徴的な動きを把握した。また現地視察
　（UAE、南アフリカ、ケニア、タンザニア他 2）により、問題意識の醸成と
状況確認を行った。
第 2節　研究結果
 1 .歴史的経緯
　梅棹（1990）は、西洋と東洋の間の地域を「中洋」（Medient）と呼んだ。
西は欧州、東は日本他の高度な文明に挟まれた地帯である。このインドから
中東に至る地域では、古来インド／ペルシャ／アラブ商人が交易を行ってき
た。インドと東アフリカの間には季節風が吹き、紀元前から航路が存在した。
インド商人はこれを利用し、中東・アフリカとの間で貿易を行った。その後
英国は植民地支配を進め、プランテーション開拓、鉱山開発、鉄道敷設等の
ため、インド人をアフリカに強制移住させた。これらが印僑 3 の源流である。
　南アジアにはヒンズー教や仏教、イスラム教等が混在しているが、中東以
１　従来は一国内で生産した最終財の貿易が中心だったため、グロス（総額）の統計でも問
題なかったが、GVC 展開により国際的な分業体制がとられ、複数国が生産に関与するよ
うになった。このため産業連関表を元に、中間財取引を除くネットの付加価値ベースで
貿易を計測するのが、付加価値貿易統計である。
２　2000.12ケニア、2012.11〜12南アフリカ・ナミビア・ジンバブエ・タンザニア、2013.
　　2〜3 南アフリカ・タンザニア・ドバイ、2013.6 エチオピア・ドバイ、2013.7 ナミビア・
ジンバブエ・ボツワナ・タンザニア・ドバイを訪問した。
３　印僑とはインド以外に住むインド系住民（Overseas Indian）をいう。アルセロールミタ
ルのミタル CEO、ペプシコのヌーイ CEO、シティグループのパンディット元 CEO 等が
著名である。
────────────
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西はイスラム教の影響が強い。アフリカにはキリスト教や土着の宗教も分布
している。英連邦加盟国が多く（インド、スリランカ、バングラデシュ、パ
キスタン、ケニア、タンザニア、南アフリカ他）、英語が通用する他、クリ
ケットや紅茶といった生活文化面での共通要素も多い。
　近年アフリカでは、中国が資源外交を展開している。資源権益を得るため、
対象国に ODA（政府開発援助）を供与し、インフラ開発プロジェクトを組
んで国営企業に資金を融通し、中国人労働者を投入して工事を進めるやり方
である。これに対抗するため、インド政府はアフリカからの留学生受け入れ
を拡大している。在アフリカの印僑は、ビジネスのネットワークを拡げ、情
報交換を密に行っている。
　一方中東は、欧州と中印という大国の中間に位置し、立地面で優位性があ
る。なかでもドバイはペルシャ湾の入り口に位置し、天然の入り江に恵まれ、
古くから中継貿易の拠点として栄えてきた。紛争やクーデター、戦争、テロ
等が相次ぐ不安定地域において、ドバイの自由主義や政治的安定は貴重で
あった。ドバイ政府が石油資源の枯渇を見越し、経済の多角化を進めてきた
ことは先見の明である。1970〜1980年代、僅かな石油収入を陸海空運のイン
フラ整備にあて、経済発展の呼び水とした。経営資源の不足を意識し、フ
リーゾーンを整備して外資を誘致し、不動産保有を自由化して外国人労働者
を導入、さらに観光を振興して外国人観光客を呼び込み、今では GDP の　9　
割超を石油以外で稼ぐようになった。いわゆる「場貸し」ビジネスである。
　「リーマンショック」後、ドバイ経済は外部依存度が高いため打撃を受けた
が、最近は復活している。
 2 .経済概況
　地域では今後も人口が増加する見込みである。主要国の人口は、インド13
億人、パキスタン1.8億人、バングラデシュ1.6億人、UAE 9 千万人、タン
ザニア・南アフリカ各 5 千万人、ケニア 4 千万人、サウジアラビア 3 千万人
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である（2014年、出所：世界銀行）。国連の中位推計では、2022年にインド
の人口が14.2億人となり、中国を抜いて世界一となる見込みである。
　2014年の名目 GDP は、インド2.1兆ドル、サウジアラビア 7 千億ド
ル、UAE 4 千億ドル、南アフリカ 3 千億ドル（日本は4.6兆ドル）であった
　（2014年、出所：世界銀行）。PwC （2015）は2050年における GDP の世界
シェアに関し、中国が20%、インドは14%となり米国を超えると予測してい
る。
　一人当たり GDP では、石油収入の多い中東が高く（カタール9.7万ドル、
UAE 4.4万ドル、サウジアラビア2.4万ドル）、南アジア（インド1.6千ドル、
パキスタン1.3千ドル、バングラデシュ1.1千ドル）やアフリカ（南アフリカ
6.5千ドル、ケニア1.4千ドル、タンザニア1.0千ドル）は低い（2014年、出
所：世界銀行）。中東ではサウジアラビアの如く、居住者に所得税がかから
ず、光熱水道費の負担も小さい等、実質可処分所得が見かけ以上に大きいこ
とがある。
　日本企業のアジア展開では、進出先の FTA／EPA 網を利用し、国際分
業を行う戦略が重視されている。インドは二国間の経済協力協定が11件（交
渉中10件）・多国間協定が 5 件（交渉中 4 件）と多く4、世界の主要市場への
ゲートウェイとなり得る（出所：JETRO、2016年 3 月現在）。このような状
況下、インドに進出した日系企業は既に588社にのぼる5（出所：東洋経済新
報社（2015））。このようにインドは既に広域の自由貿易圏の中に組み込まれ、
南アジアにおける中心拠点を形成している。
４　これに比しパキスタンは二国間協定が 3 件・多国間協定が 1 件、スリランカは二国間協
定が 2 件・多国間協定が 1 件のみ（バングラデシュはなし）である。一方中東は GCC（湾
岸協力会議）を通じた枠組みのみ、またアフリカは EU・SADC（南部アフリカ開発共同
体）間の枠組み程度に留まる。
５　周辺他国への進出状況は、バングラデシュ23社、スリランカ20社、パキスタン20社、
UAE 83社、サウジアラビア43社、南アフリカ66社、ケニア 6 社、タンザニア 3 社（日本
の親会社ベース）となっている。
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　南アジアと中東・アフリカをつなぐ経済協力の枠組としては、IORA（環
インド洋連合）がある。これは南アジア、中東・アフリカ諸国のみならず、
東南アジアも参加する広域的なものである6。自由貿易や安全保障、防災等
の分野での連携を志向している。
　この地域では、印僑がビジネスを仲介している。Ministry of Overseas 
Indian Affairs によれば、印僑は世界に2800万人超がおり、世界中に分散し
ている。中東・アフリカで分布が多いのは、サウジアラビア280万人、UAE 
200万人、南アフリカ155万人等である（この他ケニア 7 万人、タンザニア　5　
万人）7。南アフリカはインド系移民の歴史が長い。モーリシャスは人口の
約 7 割がインド系住民で、アフリカの金融センターとなっている。
　Dubai Indian Business Professional Council が印僑のビジネスを繋いでお
り、「ドバイは世界で最も美しいインド人の街」だとも囁かれる。サウジア
ラビアでは、インド人をみたら医者か会計士だとされるほど、印僑の専門職
が多い。アフリカの卸小売業でも、印僑のネットワークが重要な役割を果た
している。毎年世界各地で「在外インド人大会」があり、各界で活躍中の印
僑が交流している。華僑は東南アジアに集中的に分布し、血縁やコネを重視
する等閉鎖的な面があるが、印僑は世界中に分散し、メリットがあればオー
プンでビジネスライクに話し合えることが多い。
　そのような人のつながりを支えているのが、航空などの運輸サービスであ
る。特にエミレーツ航空はドバイをハブとし、南アジアやアフリカ各地を
結ぶネットワークを築いている8。一方インドの出稼ぎ労働者は、エアイン
６　加盟国は、インド、スリランカ、バングラデシュ、UAE、オマーン、イラン、イエメン、
ケニア、タンザニア、モザンビーク、南アフリカ、モーリシャス、セーシェル、コモロ、
マダガスカル、シンガポール、マレーシア、タイ、インドネシア、豪州である。
７　インド系住民は、非公式なものも含めると、アフリカ全土で200万人以上存在するとされ
る。この他印僑が多いのは、米国446万人、マレーシア215万人、英国183万人、スリラン
カ161万人、ミャンマー201万人、シンガポール70万人（日本 2 万人）である。
８　主な行き先は、ムンバイ、ニューデリー、チェンナイ、ハイデラバード、バンガロール、
コーチン、ティルヴァナンタプラム、カラチ、ダッカ、コロンボ、ヨハネスブルグ、ケー
プタウン、ダーバン、ナイロビ、ダルエスサラーム、アディスアベバ等となっている。
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ディアや、格安のフライドバイ航空等を利用している。ケララ州などインド
南西部はイスラムが多く、中東とのビジネスも活発である。
 3 .地域主要国間の付加価値貿易
　TiVA は OECD の作成した付加価値貿易のデータベースだが、本来的に
先進国が中心となっている。新興国のデータも増えてはいるが一部にとど
まっており、南アジアではインドのみ、中東ではサウジアラビアのみ、サブ
サハラアフリカでは南アフリカのみである。以下では TiVA の1995年及び
2011年における「各国最終需要における付加価値の源泉」のデータを用い、
取引金額の大きい産業における、付加価値貿易の状況を概観する（第 1 図中、
日本は日、インドは印、サウジアラビアはサウジ、南アフリカは南アと略、
主な業種のみ抜粋）。
　まず全産業では、付加価値貿易が特に新興国側で大幅に拡大し、相互の関
係が強まっている。各国はインドを媒介として、相当の付加価値貿易を行っ
ている。2011年において、日本、サウジアラビア、南アフリカは、インドに
対し付加価値貿易で出超の状態にあり、インドが相応の市場規模に達してい
ることが分かる。
　このうち農林水産では、インドが主な付加価値提供国となっている。一方
食品飲料では、付加価値の貿易は小規模に留まっている。鉱業では、産油国
サウジアラビアと資源国南アフリカの寄与が大きくなっている。石油精製品、
コークスでは、インドがインド洋における立地を活かし、石油精製基地の役
目を果たしていることが窺える。製鉄等では資源国の南アフリカに加え、日
本も高付加価値の鋼材等でインドに貢献している9。化学製品では、サウジ
９　日本でしか調達できない資材・部品が一部に存在する（メーカーが指定する場合もある）。例え
ば輸送機械では鋼材、鍛造部品、金具類、エンジン部品、電子部品など、電気機械では半導体、
電子部品、特殊金属材・樹脂など、その他機械装置では鋼材、エンジン、特殊加工品などである。
特に精密機械では、電子回路、高精密部品、特殊材料など、品質・納期や知財保護の観点から、
現地調達が難しい場合もある。
────────────
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アラビアやインドも付加価値を提供している。
　次に加工組立型製造業のうち、コンピューター、電子光学機械他では、日
本が主な付加価値提供者となっている。自動車は新興国専用車の開発や現地
生産が進んだためか、付加価値貿易は思ったほどではない。むしろ日本の存
在感が大きく表れているのは、新興国で需要の大きい建設機械や一般機械等
を含むその他機械装置となっている。
　続いて非製造業をみると、卸小売では日印間の取引が大きい他、インドと
サウジアラビア／南アフリカ間でも取引が行われており、インド系商人の活
躍が窺える。運輸倉庫でも取引金額が大きく、日本やインドが陸海空運で多
大な貢献を行っている。通信郵便では、インドがサウジアラビア他に付加価
値を提供している。またコンピューター関連ビジネスでは、インドがIT関
連のサービス業務で日本に貢献している。さらに研究開発では、日印間の取
引が主となっている。
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 4 .南アジアを中東・アフリカへの媒介としている事例
　以下では事例研究として、インドを中心とする南アジアを、中東・アフリ
カへの媒介としている日系企業のケースをみていく。
1）インド
　インドは人口大国で、労賃も ASEAN に比べ低水準にあり、生産拠点と
して有望である。今後は中間層の増加により、国内市場が拡大する見込みで、
日系企業の進出が相次いでいる。発展段階がアフリカに近いため、インド向
けに開発した製品をそのままアフリカに輸出できる利点もある。
　1970年代のインドでは旧式の無骨な大型自動車が多かったため、インド政
府は国民車構想を掲げ、日系企業を誘致した。しかし第 1 表の如く、各社の
インドに対する取り組み姿勢や「本気度」で差が付き、スズキが優位となっ
ている。最近自動車各社はインド向けの車をアフリカにも輸出している。現
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日ｻｳ
ｼﾞ
南ｱ
印
?
?
??
?
卸小売 （億ドル） 日ｻｳ
ｼﾞ
南ｱ
印
??
??
?
? ??
??
運輸倉庫 （億ドル）
日ｻｳ
ｼﾞ
南ｱ
印
??
?
?
?
??
??
　（資料）TiVA から作成。　（注）1 億ドル以上の取引を抜粋。
−10−
地では差別化のため、アフターサービスにも注力している。
　建設機械業界は、日本国内の建設工事が先細りのため、グローバル展開に
積極的である。日立建機はタタグループとの合弁で販売網を広げ、インドで
首位のシェアを得ている。一方コマツは合弁を解消し、独自生産に切り替え
ている。なお建設・鉱山機械では、故障は即、低操業につながるため、メン
テナンス、補修部品の供給・交換等、アフターサービスが重要となる。新興
第 1 表　在インド日系企業の事業展開状況
 
 
 
 
建設機械
日立
建機
タタ自動車と合弁で現地ネットワークを活用し、油圧ショベルでは4割弱のシェアで国内首位。部品の現地調達でコストを削減、インド向けに開発した低価格機をア
フリカにも輸出。アフリカでの販路開拓には、タタグループを通じ在アフリカのインド系代理店の協力を得、その販売網を活用。
コマツ 従来ダンプトラックはインドの自社工場で、また油圧ショベルはインドの建設機械大手L&T（ラーセン＆トゥブロ）との折半出資会社で生産。しかし経営の意思決定
に時間がかかるため合弁を解消、チェンナイに新工場を設けて自社生産する体制を整備。これによりインドのインフラ需要（道路、鉄道など）を取り込むほか、中
東・アフリカ市場も開拓する計画。なおインドでの販売・サービスには、L&Tのネットワークを借用。油圧ショベルについては、コマツが生産、L&Tが販売という、得意
分野毎での分担体制を構築。なおフィリピンに人材開発センターを設け、サービス技術者を養成（同国人は英語が得意でサービス精神もあり、アフリカの鉱山開発
現場でも活躍）。南アフリカには部品流通センターを設け、保守管理の教育訓練を実施。「レマン」(Remanufacturing)ワークショップでは、技術者とワーカーが、古い
建設機械を分解・再生することを通じ、製品構造やノウハウを学習。アフリカではインフラ需要が旺盛で、南アフリカの鉄、ボツワナのダイヤモンド、ナミビアのウラ
ニウムなど、鉱山開発も行われ、その需要を開拓する方針。
自動車
スズ
キ
国営のマルチウドヨグとの合弁で、実用的な小型車の生産を1980年代から開始（当時日系メーカーの進出は米国が中心でインド進出は異例）。工場の襲撃事件も
あったが、果敢にインド市場に取り組み、圧倒的シェアで他社の追随し難い地位を確立。インドの中間層向けに開発した低価格小型車「Aスター」（インドで70万円
台）は、グジャラート州ムンドラ港からアフリカにも輸出。同仕様でアフリカでも売ることができ、実際に販売は好調で、インドがアフリカ向けの製造拠点に。
ホン
ダ
ヒーローとの合弁により二輪車を製造・販売してきたが、インド市場の拡大に伴い国内販売を強化したいホンダと、国外輸出を志向するヒーローの間で意見が食い
違い、合弁を解消（台湾でもホンダと合弁を組んだ現地企業が、単独で海外進出を目指したが結局頓挫した経緯）。この間ホンダは現地調達率をほぼ100%に高
め、グローバル拠点としてインド工場から世界に輸出する体制を整備。新興国向けに低価格車「ブリオ」を開発、アフリカにも輸出を開始。インドでは生産能力を増
強するだけでなく、製品開発、物流、補修部品、アフターサービスなどを含め、総体的な取り組みを開始。
トヨタ 従来完成車を輸出しディーラー網を拡げる方式でグローバル化を進めてきたが、インドではカースト制や汚職、労働者の無秩序さに苦戦。本格的に再参入するた
め、社内で実績ある生産・販売の人材を投入し、広大な工場を立ち上げ、販売・サービス体制を整備。インドで生産した低価格車「エティオス」を南アフリカにも輸
出。
日産 インド市場参入に出遅れたが、新興国向けの「ダットサンGo」を投入し、チェンナイ工場を新設、中東アフリカへの輸出拠点として位置づけ。
ヤマ
ハ
低価格の二輪車をインドで開発・生産し、アフリカにも輸出。インドでは特約代理店のメンテナンスサービスを強化し、シェアで優位のバジャジオートに対抗（二輪車
が故障した際に、知識のない素人が関連部品を全部取り替えるより、特約代理店で維持補修すれば耐久性が増し補修部品も少なくて済むことを訴求）。
その他機械装置
日立
製作
所
自動車部品、コンプレッサーなど14か所の工場を有し、発電所からエレベーターまで広範な事業を展開。モディ政権の“Make in India”構想に協力する姿勢で、ムン
バイで新技術の展示会を開くなど、技術力を政治家や企業経営者にアピール。デリー－ムンバイ間の高速貨物鉄道は信号・通信システムを受注。東原敏昭社長
は、インドをアジア、中東・アフリカの生産ハブと位置付け、インドへの先行投資を進める方針。
東芝 現地企業を買収し、送配電機器を増産、高電圧・大容量の変圧器も製造。成長市場のインド、中東市場に経営資源を集中、それ以外では工場閉鎖や人員削減を
検討。
東芝
機械
インドのプラスチック射出成型機メーカーを買収、生産設備を増強し、営業・サービス体制も整備。低価格機を投入、インドでの自動車軽量化需要を取り込み、中東
にも拡販の計画。
日精
ASB
機械
ペットボトル射出成型機の生産体制を再編、小諸工場は高付加価値品に特化、上海工場を清算、インドに生産を集約化。倉庫を新設、中東アフリカに直送して低
コスト化を実現。金型もインドで生産し、世界の顧客へ直接納入する体制を整備。営業拠点をインド、ドバイ、南アフリカに置き、ナイジェリアでも販売。アフターサー
ビスを強化、インド拠点で機械の保守点検を行うほか、インド人マネジャーをアフリカへ派遣し補修部品を拡販。
アズ
ビル
計測制御機器メーカー（旧山武）。工業用バルブをインドのメーカーからOEM調達、サウジアラビアへ送り、石油化学プラント向けのユニットに組み込み。ガス・液体
の流量調整向けユニットは、大型で輸送コストを要すため、中東の近くでバルブを調達することによりコストを削減。中東ではUAE（ドバイ、アブダビ）に支店を有す
ほか、サウジアラビアでも現地企業と組み、ユニットの販売や保守サービスを実施。
ニプ
ロ
中国から医療機器の生産を移管、M&Aや新設により工場・営業拠点をインド主要都市に設置。プネで人口腎臓を、アラハバードで注射筒や薬液瓶を生産、チェン
ナイの販売拠点、ニューデリー、コルカタの営業所で販売。コストを下げ、需要増のインドに加え、中東アフリカへの輸出を計画。
コク
ヨ
子供の多いインドで文具を安く生産、中東アフリカにも販売。学校を訪問し教員・生徒に商品を説明、「指名買い」を促進。
ITE インド人技術者が来日後創業したベンチャーで、再利用可能な保冷剤を開発し、母国の食品（野菜、牛乳など）輸送に貢献（廃棄が減少）。
運輸倉庫
日本
通運
インドの物流会社J I Logistics（バンガロールなどインド南部でも物流網を保有）の株式51%を取得、日通の既存拠点とあわせ、インドにおける日系最大の輸送網
を入手。自動車や電機などで増加する物流需要を取り込む方針。部品工場を巡回して集荷する「ミルクラン」や、大型倉庫を建設し部品を一時備蓄してJIT方式で
供給する「ベンダーマネジメントインベントリー」といった、高度な物流サービスも提供。川合正矩会長は、人口増加率で勝るインドは、物流需要でいずれ中国を上
回ると予測。
日立
物流
インドのフォワーディング会社Flyjac Logisticsを買収、欧米・日系企業向けの受託を拡大していく方針。IT技術やビッグデータの蓄積を生かし、在庫削減やコスト
低減のシミュレーションを提供。
山九 独資でインドに現地法人を設立。フォワーディング、倉庫、輸送、据付などを、インド全土と周辺国で迅速に行えるよう、事業所を整備。中国、東南アジアにもグ
ループ企業があり、日本を経由しない国際輸送にも対応する方針。
川崎
汽船
海陸一貫体制を整備、自動車向けにミルクランも実施。二輪専用トラックを開発し、一度に数十台を運搬。
商船
三井
インドに合弁会社を設立、現地で生産された自動車ほかの海上輸送を担当。
その他サービス業
電通 インドで子会社を設立したほか、ネット広告会社や屋外・交通広告会社を買収、日系などの広告主からの受注拡大に注力。中東ではクリエイティブな人材が不足が
ちで、インドからマーケティング人材をドバイの拠点へ派遣。南アフリカでも広告会社を買収。
（資料）各社プレスリリース、IR資料、ウェブサイト、各種報道から作成。
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国展開においても、これらがキャタピラー等競合他社に対する差別化要因と
なっている。
　その他機械装置でも日系企業は独自の取り組みにより競争力を発揮してお
り、多くが「インドが生産拠点、中東・アフリカは販売市場」と明確に位置
付けている。
　一方物流企業は製造業の（ジャストインタイム方式による）部品調達や製
品出荷、（現地企業には構築困難な）食品向けのコールドチェーン（低温物
流網）など、日系企業のバリューチェーン展開を支援する重要な役割を担っ
ている。日本通運や日立物流は、既に事業基盤を有す現地企業を買収し、そ
の力を借りつつ、日本式のノウハウも伝授して業務を展開している。
　その他サービス業では、従来電通の事業展開は日本中心で、海外展開やイ
ンターネット広告への対応に遅れをとっていたが、日本の広告市場が伸び悩
む中、近年は海外で買収を活発に行っている。
　なおホンダはバングラデシュにおいて、設備投資を抑えた簡易なノックダ
ウン工場で、豊富な労働者を活用しつつ自動二輪を製造している。これはア
フリカでも応用可能な手法と考えられる。続いてインドの先につながる市場
を、中東、アフリカの順にみていく。
2）中東
　中東では、UAE やサウジアラビアが GVC 展開の窓口となっている10。
①UAE
　UAE は 7 つの首長国から成る11。このうち盟主アブダビは原油埋蔵量が
10　この他カタールは天然ガスの埋蔵量が多く収入が豊かで、インフラ整備が進み、埋立地
で商業住居開発を行う The Pearl プロジェクトが進行し、2022年にはサッカーW杯が予
定され、商業施設も整備中である。ただし日系企業の現地法人は 8 社のみ（バーレーン
同13社、クウェート同 5 社：東洋経済新報社（2015））に留まる。
11　アブダビ、ドバイ、シャルジャ 、アジュマン、カイワイン、フジャイラ、ハイマ。この
うちシャルジャはドバイの東隣で通勤圏内にあり、インド系等出稼ぎ労働者の居住する
ベッドタウンとなっている。
────────────
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多く、政治力もあるが、やや保守的な面がある。日系企業の進出はプラント
関連等に留まり、現地法人はまだ少ない（第 2 表）。
　一方ドバイは経済開発面で傑出している。もともと石油収入に乏しく、早
期から産業育成に注力してきた。運河を浚渫し、インフラを整備して中継貿
易を発展させ、今では中東における金融のハブともなっている。2020年に中
東・アフリカ初の万博が予定され、ショッピングモール等の商業開発が進ん
でいる。観光業にも注力し、「世界の 7 不思議」を模した “Falconcity”　とい
う商業・住宅開発が進んでいる。ドバイでは外国人は所得税が免除され、高
い生活水準を享受できる。インド系の知識労働者が集まっており、専門的な
業務を行っている。
　ドバイに特徴的なのは「場貸し」ビジネスである。規制緩和でフリーゾー
ン（第 3 表）を設け、外国企業を誘致し、自国企業にビジネスノウハウを学
習させるやり方である。
　UAE では通常、外国資本の出資比率は最大49％までと定められているが、
フリーゾーンでは外資100％でも会社を設立でき、現地人の雇用義務はなく、
外国人労働者の活用や利益・配当の海外送金は自由で、法人税の減免措置も
第 2 表　日系アブダビ進出企業
第 3 表　ドバイのフリーゾーン
フリーゾーン名 業種 フリーゾーン名 業種 フリーゾーン名 業種
Jebel Ali Free Zone マルチ Dubai Flower Centre 花卉 Dubai Silicon Oasis 電子
Jebel Ali Airport City マルチ Dubai Carpet City 絨毯 Dubai Internet City IT
Dubai Airport Free Zone マルチ Dubai Maritime City 海運 Dubai Media City メディア
Dubai Cars and Automotive Zone 自動車 Dubai Aid City 援助物資物流 International Media Production Zone メディア
Dubai Auto Parts City 自動車部品 Dubai Healthcare City 医療 Dubai Techno Park ハイテク
Heavy Equipment & Trucks 重機 Dubai Biotechnology and バイオ Mohammed Bin Rashid Technology 技術取引
Dubai Gold and Diamond Park 貴金属 Research Park Park
Dubai Multi Commodities Centre 鉱物、穀物 Dubai Knowledge Village E ラーニング Dubai Outsource Zone ビジネス支援
Dubai Textile Market 繊維 Dubai International Academic City 高等教育 Dubai International Financial Centre 金融
（資料）JETRO資料から作成。
親会社 現地法人の事業内容 親会社 現地法人の事業内容
合同石油開発 原油開発・生産 日産 自動車卸売
ｱﾃﾞｶ 樹脂添加剤製造販売 丸紅 発電・造水
新日鐵住金 鋼板製造販売 三井物産 発電
千代田化工建設 産業用設備建設 住友商事 発電
（資料）東洋経済新報社（2015）から作成。 
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用意されている。同国で初めて設置された経済特区ジュベルアリフリーゾー
ンでは、各種手続きのワンストップ化等、支援体制が整っている。同地に日
系企業の多くが立地している。日本向けのインキュベーション施設もあり、
新規事業を試せるようになっている。グローバル企業が多く、同地区進出企
業の活動だけでドバイの GDP の約 4 分の 1 、UAE の GDP の 1 割弱を占め
ると言われている。
　交易都市としてのドバイならではのビジネスとして、中古車市場の Dubai 
Cars and Automobile Zone（DUCAMZ）がある。日本他から良質の中古車
を輸入し、アフリカの右ハンドル諸国（ケニア、タンザニア、ウガンダ等）
へ転売している。日本とのコネクションを持つインド人やパキスタン人も、
ドバイで商売を行っている。アフリカの中古車販売業者としては、日本まで
行かずとも近くのドバイで現物を確認しつつ仕入れができる。現地で中国
車は “One-year Car” と呼ばれるが、日本車は耐久性が高く使用状態も良く、
補修部品を確実に入手できるため人気である。アフリカでは日本の中古商用
車が改造され、乗合用のミニバスとして使われている。また「フラワーセン
ター」は、ケニア・エチオピア他アフリカの花卉産業を、欧州・アジア市場
につなぐ役割を果たしている。さらに「エイドシティ」は中東・アフリカ向
け援助物資の物流拠点となっている。IT・バイオ他ハイテク関連のフリー
ゾーンもあり、インド系の技術者が貢献しているものと思われる。
　他方「ナレッジビレッジ」は、人材育成の特区である。「インターナショ
ナルアカデミックシティ」にはインドの大学の分校もあり、インド系の学生
を育成し、現地産業の担い手として輩出している。
　日系の主な進出企業は第 4 表の通りである。自動車（特に中古車）、その
他機械装置、プラント関連、貿易・卸売といった業種が中心を占めている。
簡易な製造を除くと、ほとんどが販売・サービス拠点である。多くはジュベ
ルアリ他のフリーゾーンに入居している。
　GVC 展開の観点から特徴的なのが、第 5 表上段の現地法人 3 社である。
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関西ペイントの河盛社長は「日系企業は品質さえ良ければ売れるはずと考え
がちだが、上から目線の日本人に新興国で売れる塗料は開発できない」とし、
現地人材を活用して事業を展開している。住友商事は卸売に留まらず、自ら
鋼材の川上・川下に事業展開している。衣料プレス機のイツミは、ドバイで
第 4 表　日系ドバイ進出企業
親会社 現地法人の事業内容 親会社 現地法人の事業内容 親会社 現地法人の事業内容
日産 自動車卸売、中東地域統括 太陽工業 膜構造物、繊維製品販売 島津製作所 計測・医療機器販売・ｻｰﾋﾞｽ
三菱自動車 自動車補修部品販売 日立造船 海水電解装置 ﾆﾌﾟﾛ 医療用器具販売
川崎重工業 輸送用機器卸売 日揮 UAE内外の産業施設建設 日本光電 医療用電子機器販売
いすゞ自動車 補修部品販売・ｻｰﾋﾞｽ 横河電機 計装ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ ｼｽﾒｯｸｽ 検体検査機器販売
ﾃﾞﾝｿｰ 中東ｱﾌﾘｶでの部品販売・ｻｰﾋﾞｽ 酉島製作所 中東でのｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ 関西ﾍﾟｲﾝﾄ 塗料製造販売
ｴｸｾﾃﾞｨ 変速装置用部品販売 大林組 建設 東洋ｲﾝｷ ｲﾝｷ関連製品販売
日本特殊陶業 ｽﾊﾟｰｸﾌﾟﾗｸﾞ販売 日本通運 運輸 ｸﾗﾚ 化学品販売
ｻﾝﾃﾞﾝ 自動車機器販売 三井倉庫 物流 資生堂 化粧品販売
豊田通商 自動車部品輸出入 郵船ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ 物流 住友商事 鋼管・鋼材、ﾀｲﾔ卸売、地域冷房
3WM 中古自動車・部品販売 近鉄ｴｸｽﾌﾟﾚｽ 航空・海上貨物取扱 伊藤忠商事 自動車輸入・卸販売
ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝ ﾀｲﾔ販売、中東ｱﾌﾘｶ統括 日新 海上・航空貨物取扱、倉庫・物流 伊藤忠商事 商品仕入販売、投資
住友ｺﾞﾑ工業 ﾀｲﾔ販売 OCS 国際宅配便 三井物産 貿易、発電
ｺﾏﾂ 建設機械販売・ｻｰﾋﾞｽ ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ 中東地域統括・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 双日 貿易、発電
日立建機 建設機械販売・ｻｰﾋﾞｽ ｿﾆｰ 電子機器の販売 丸紅 発電
ﾀﾞｲｷﾝ工業 空調・部品販売・ｻｰﾋﾞｽ ｼｬｰﾌﾟ 家電・事務機器販売 蝶理 繊維、化学品の輸出入
富士通ｾﾞﾈﾗﾙ 空調販売 東芝 電気機器卸売、商業向けｿﾘｭｰｼｮﾝ 川商ﾌｰｽﾞ 食品輸出入
ﾎｰﾁｷ 火災報知器販売 ｷﾔﾉﾝ 機械卸売 阪和興業 貿易
三菱重工業 機械卸売 ｺﾆｶﾐﾉﾙﾀ 複写機販売 ｵﾘｯｸｽ ﾘｰｽ
三菱電機 昇降機販売・据付・保守 ﾌﾞﾗｻﾞｰ 機械卸売 博報堂 広告
荏原 ﾎﾟﾝﾌﾟ販売・ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ ｶｼｵ計算機 電子機器卸売 ｽﾀｰﾂ 不動産仲介
神戸製鋼所 圧縮機ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ 富士ﾌｨﾙﾑ ﾃﾞｼﾞｶﾒ販売・物流 ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ IT人材派遣
ｱﾈｽﾄ岩田 塗装機器販売 ﾊﾟｲｵﾆｱ 中東ｱﾌﾘｶでの電気機器卸売 HIS 旅行
森精機 工作機械販売・ｻｰﾋﾞｽ ｱﾙﾊﾟｲﾝ 音響機器製造販売 ｸﾞﾘｰ SNS
ﾏｷﾀ 電動工具販売 JVCｹﾝｳｯﾄﾞ AV機器販売
ﾄﾌﾟｺﾝ ﾎﾟｼﾞｼｮﾆﾝｸﾞ機器販売 ﾔﾏﾊ 楽器販売
（資料）東洋経済新報社（2015）から作成。  （注）現地法人は事業毎に複数存在する場合あり。
第 5 表　在ドバイ日系企業の事業展開状況
 
現地法人
関西
ペイント
将来は全社売上高の9割を海外で稼ぐ目標。スズキの要請に応じインドに進出し、新興国ビジネスのノウハウを蓄積。現地社員を登用、開発・製造・営業までを
任せ、「安価・中品質」を消費者に訴求。販売面でも、インド人が全国の販売店を管理、「豊作を祈り住宅を毎年塗り替える」といった現地需要を取り込み、効率よ
く確実に集金するシステムを構築。これに力を得、インド系移民の多いドバイや中東・アフリカでも、積極的に事業を横展開。ドバイでは建設ラッシュや自動車販
売増で塗料需要が増えているため、現地の塗料販売会社と合弁で販売会社を設立、日本とマレーシアから塗料を輸出して販売。
住友
商事
ドバイに「コイルセンター」を設置、鋼板をユーザーのニーズに合わせて切断・加工、必要に応じて在庫・出荷（鉄鋼メーカーとユーザー双方への情報拠点としても
機能）。鋼材の川上・川下展開による「鉄のバリューチェーンの深化」を目指す。
イツミ 衣料プレス機の中国生産を停止、ドバイに営業拠点を設け、日本から輸出。ドバイで南アジア、中東アフリカを管轄、南アジアのアパレル工場や、中東の富裕層
が長期滞在するホテル向けのクリーニング工場などに営業。
提携等
ホンダ ドバイの自動車販売会社トランスアフリカモーターズと提携、同社のケニアでの販売店を通じ、インドで生産した「ブリオ」を東アフリカで販売。
日立
製作所
独シーメンスやスイスABBへの対抗上、海外の産業インフラ事業を、現地主導の運営に切替。地域責任者（リージョナルダイレクター）を、ドバイ（中東管轄）、デ
リー（インド管轄）、シンガポール、北京、ロンドン、ニューヨークの各支社に駐在させ、契約の決裁権を授与。政府関係者とのネットワークを拡げ、インフラプロ
ジェクトの受注につなげ、現地対応を迅速に行う目的。これにより中東では、ドバイのジュメイラモノレールや水再生プラント、サウジアラビアの国営石油会社、サ
ウジアラムコの石油化学プラントなどの受注に成功。なお中東支社の人員構成はインド人やフィリピン人が多い（民間給与で働くサウジアラビア人は僅か）。
イエロー
ハット
中東では自動車販売の増加に伴い、タイヤやオイルなど消耗品の需要が拡大。ドバイの海運業シャラフグループとフランチャイズ契約を締結、UAEで自動車用
品店を出店（総合自動車用品店の出店はドバイで初）。その後サウジアラビアでも自動車販売業を営むアリッサグループとフランチャイズ契約を結び、リャドに出
店。店舗運営の指導を実施、家族向けにゲーム機も販売。ガソリンスタンド併設の小型店も。
セブン&i カリファUAE大統領の孫、ザイード王子が代表者の運営会社と、セブンイレブンのフランチャイズ契約を締結。1号店はドバイで、ここから7首長国に店舗を展開し
ていく方針。
良品
計画
ドバイ企業とライセンス契約を結び、店舗の運営を委託。ドバイモール店は中東の旗艦店という位置づけ。現地の富裕層は欧米ブランド品を既に所有しているこ
とが多く、無印良品の素材の確かさ、ムダのないシンプルなデザインなどが新鮮な印象。インドでは現地小売企業と合弁事業を検討。
ヨック
モック
UAEの流通企業と提携し、アブダビとドバイで多店舗展開。甘すぎる地元の菓子や、大味な米国の菓子に比べ、日本の菓子は素材を活かし繊細・上品な甘さ
で、酒を飲まずスイーツを好む現地富裕層に人気 。ヨックモックは贈答用として、手工芸品の箱に詰めた豪華な詰め合わせも用意。日本の数倍の価格でも売れ
ており、中にはショーケース全品購入する人も。
山の手
アトリエ
ドバイの高級住宅地にあるベーカリーで、現地では珍しい菓子パンや調理パンを販売。オーナーは首長一族のアルマクトゥーム氏。日本人のパン職人を雇い、
日本式のしっとりしたパンを提供（子供向けに「ハローキティ」や「トトロ」を模したパンも）。明るい店舗は清潔感にあふれ、イートインコーナーも。現地では女性だ
けでお茶会をする習慣があり、まとめ買いするマダムも。
（資料）各社プレスリリース、IR資料、ウェブサイト、各種報道から作成。
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南アジアと中東アフリカ向けの営業を行っている。
　なお東洋経済新報社（2015）の現地法人リストは網羅的でなく、これ以外
にも提携やフランチャイズ契約といった形で、現地に進出している日系企
業がある（第 5 表下段）。ドバイのショッピングモールには、日系企業の店
舗が多数入居している。ドバイモールには無印良品（良品計画）、ダイソー
　（大創産業）、ヨックモック、ロイズ（生チョコレート、ロイズコンフェク
ト）、ビアードパパ（シュークリーム、麦の穂）等が入居している。日本製
品の質の高さ、品揃えの多さ、きめ細かな接客等を、アラブ・インド系の富
裕層に訴求する「ショールーム」となっている。現地の富裕層は酒を飲まず
甘党が多いが、糖尿病患者も多く、日本の上品な味わいが評判となっている。
②サウジアラビア
　サウジアラビアは世界有数の原油埋蔵量を誇る。親米路線をとるが、イス
ラムの戒律には厳格で、ビジネスでは保守的な面が依然残っている。日系の
主な進出企業は第 6 表の通りである。石油化学プラントや海水淡水化といっ
たプロジェクトが進んでいる。製造業は素材型主体で、加工組立型は少なく、
全般に販売・サービスが中心業務となっている。
3）アフリカ
　アフリカは資源に恵まれたが、欧州列強の植民地となり、国境が人為的に
分断されたため、紛争が長く続いた。所得水準が低く購買力に乏しく、生活
環境も良くなく、攻略困難な市場とされてきた。しかし今後は人口増が見込
第 6 表　日系サウジアラビア進出企業
親会社 現地法人の事業内容 親会社 現地法人の事業内容 親会社 現地法人の事業内容
ｻｳﾃﾞｨ石油化学 ｴﾁﾚﾝ等石油化学 大和工業 鉄鋼製品製造・販売 日産自動車 自動車販売
日本ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱﾒﾀﾉｰﾙ ﾒﾀﾉｰﾙ製造・販売 ｸﾎﾞﾀ 鋳鋼製品製造・販売、ﾒﾝﾃﾅﾝｽ いすゞ自動車 商用車組立・販売
住友化学 石化製品製造・販売、工業団地運営 新日鉄住金 大径鋼管製造・販売 ﾃﾞﾝｿｰ ｶｰｴｱｺﾝ製造・販売
三菱ﾚｲﾖﾝ 樹脂成形材料製造 住友商事 貿易、大径鋼管製造・販売 ｵﾘｯｸｽ 自動車等ﾘｰｽ
東洋ｲﾝｷ ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ製造・販売 三菱重工ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 中東顧客向けｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ NEC 通信機器販売
ｻﾝｴｰｽ 塩ﾋﾞ用安定剤製造・販売 Jﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑｽﾞ 海底電力ｹｰﾌﾞﾙ製造・販売・施設工事 NECﾈｯﾂｴｽｱｲ 通信設備建設工事
三井造船 化学ﾌﾟﾗﾝﾄ工事 三菱日立ﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑｽﾞ 環境ｴﾈﾙｷﾞｰ ﾕﾆﾁｬｰﾑ ﾍﾞﾋﾞｰ関連製品製造・販売
日揮 ﾌﾟﾗﾝﾄ設計・建設、ｻｰﾋﾞｽ 三菱電機 重電機・昇降機販売・据付・輸送 三菱商事 ﾘｰｽ
千代田化工建設 産業用設備等の設計・建設 ﾌｼﾞﾃｯｸ ｴﾚﾍﾞｰﾀ・ｴｽｶﾚｰﾀ販売・据付・保守 みずほ銀行 投資・進出ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ
荏原 機械卸売 三菱重工業 ｴｱｺﾝ製造・販売 丸紅 ﾌﾟﾗﾝﾄ向け電力・水・蒸気供給
日立製作所 ﾌﾟﾗﾝﾄ機器ﾒﾝﾃﾅﾝｽ 茶谷産業 ｴｱｺﾝ製造・販売 住友倉庫 ﾗｰﾋﾞｸﾞ社、中東における物流
ｻｻｸﾗ 海水淡水化ﾌﾟﾗﾝﾄﾒﾝﾃﾅﾝｽ ﾀﾞｲｷﾝ工業 ﾌｨﾙﾀ製品製造・販売、ｻｰﾋﾞｽ 山九 倉庫・物流、修理保全
東洋紡 RO膜ｴﾚﾒﾝﾄ製造・販売 日阪製作所 熱交換器ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ 近鉄ｴｸｽﾌﾟﾚｽ 航空・海上ﾌｫﾜｰﾃﾞｨﾝｸﾞ、
ｱｽﾞﾋﾞﾙ 自動調節弁、計測制御用機器 横河電機 工業計器販売・ｻｰﾋﾞｽ 通関・配送管理
（資料）東洋経済新報社（2015）から作成。  （注）現地法人は事業毎に複数存在する場合あり。
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まれ、「ブラックダイヤモンド」と呼ばれる中間層も増えてきていることか
ら、将来の市場として注目されている。日本からは遠いが、資源確保の観
点からは重要であり、アフリカ開発会議（TICAD）等を通じ、パートナー
シップ構築の努力が続いている。
　インド系企業はアフリカで積極的に事業展開している。自動車のマヒンド
ラ＆マヒンドラ、二輪車のバジャジオート、通信のバルティエアテル等は、
東アフリカ各地で広告を見かける。自動車のタタモーターズ、通信のタタコ
ミュニケーションズ、ソフトウェアのタタコンサルティングサービス等から
成るタタ財閥は、東アフリカに多くの拠点を持ち、南部アフリカでも事業展
開している。日系企業としては、これらの企業と提携すれば、そのネット
ワーク力を借りることができる。
①南アフリカ
　アフリカ、特にサブサハラへのゲートウェイとなりえるのは、まずは南ア
フリカであろう。白人が黒人を使役する風習が残り、貧富の差も激しいが、
法制度やインフラ等の整備状況はアフリカ随一である。フリーウェイ網の
整った自動車社会で、米国に似た雰囲気さえ感じられる。ダーバンは同国最
大のコンテナ港である。ヨハネスブルグは安全上の問題が多いが、日系企業
第 7 表　日系南アフリカ進出企業
親会社 現地法人の事業内容 親会社 現地法人の事業内容 親会社 現地法人の事業内容
ﾄﾖﾀ自動車 自動車・ｴﾝｼﾞﾝ製造・販売 住友化学 農薬・殺虫剤・飼料添加物販売 ｱﾈｽﾄ岩田 塗装機器販売
日産自動車 車両・部品製造・販売 ｻﾝｴｰｽ 塩ﾋﾞ用安定剤製造・販売 ﾀﾞｲｷﾝ工業 空調機器販売
ﾏﾂﾀﾞ 自動車・部品卸売 関西ﾍﾟｲﾝﾄ 塗料製造・販売 三菱電機 昇降機販売・据付・保守
ｽｽﾞｷ 二・四輪車、船外機販売 三菱重工業 ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境 日精ASB機械 ｽﾄﾚｯﾁﾌﾞﾛｰ成形機
いすゞ自動車 商用車・ﾊﾞｽ製造・販売 日本製紙 植林 販売・ｻｰﾋﾞｽ
UDﾄﾗｯｸｽ ﾄﾗｯｸ・ﾊﾞｽ製造・販売 北越紀州製紙 植林 ﾆﾌﾟﾛ 医療用器具販売
ﾃﾞﾝｿｰ 電装品製造・販売 ｻｶﾀのﾀﾈ 種苗卸小売、研究開発 武田薬品工業 医薬品卸売
日本特殊陶業 ｽﾊﾟｰｸﾌﾟﾗｸﾞ製造販売 高砂香料工業 香料・精油類輸出入・販売 ﾛｰﾄ製薬 医薬品販売
ﾄﾖﾀ紡織 ｼｰﾄ・内装品製造・販売 住友商事 鉄・ﾏﾝｶﾞﾝ鉱石生産、風力発電 HOYA ﾋﾞｼﾞｮﾝｹｱ製品製造
豊田合成 安全ｼｽﾃﾑ製品製造 豊田通商 自動車卸売、鋼鉄加工 花王 ﾋﾞｭｰﾃｨｹｱ用品販売
矢崎総業 ﾜｲﾔｰﾊｰﾈｽ製造 NEC 通信・電子機器販売 ﾊﾟｲﾛｯﾄ 筆記具・文具販売
住友電装 ﾜｲﾔｰﾊｰﾈｽ製造販売 ｿﾆｰ 電気機器卸売 ﾀﾞﾝﾛｯﾌﾟｽﾎﾟｰﾂ ｺﾞﾙﾌﾎﾞｰﾙ、ｸﾗﾌﾞ販売
ｴｸｾﾃﾞｨ 手動変速装置用部品販売 ｷﾔﾉﾝ 電気機器卸売 川崎汽船 海運代理店
日本ｶﾞｲｼ 排ｶﾞｽ浄化用ｾﾗﾐｯｸｽ製造・販売 京ｾﾗ 複写機・ﾌﾟﾘﾝﾀ販売・ｻｰﾋﾞｽ 近鉄ｴｸｽﾌﾟﾚｽ 輸出入貨物取扱
ｷｬﾀﾗｰ 触媒・ｺﾝﾊﾞｰﾀｰ製造・販売 ﾌﾞﾗｻﾞｰ工業 機械卸売 ｼｽﾒｯｸｽ 代理店ｻﾎﾟｰﾄ
ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝ ﾀｲﾔ製造・販売 ﾘｺｰ 機械卸売 伊藤忠商事 自動車関連の輸出入
住友ｺﾞﾑ工業 ﾗｼﾞｱﾙﾀｲﾔ製造・販売 理想科学工業 印刷機器販売 ﾄﾗｽﾄ ｽｽﾞｷ他新・中古車、
ｺﾏﾂ 建設・鉱山機械販売・ｻｰﾋﾞｽ 東芝 商業向けﾊｰﾄﾞ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ・保守 部品販売
日立建機 建設機械販売・ｻｰﾋﾞｽ、統括会社 横河電機 工業計器・計測器販売 丸紅 ITｼｽﾃﾑ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ
新日鐵住金 鋼板製造・販売 島津製作所 分析計測機器販売 ﾄﾖﾀﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞｽ 自動車販売金融
新日本電工 製鋼用特殊金属製造 ｵﾑﾛﾝ 制御機器販売 電通 広告
水島合金鉄 中低炭素ﾌｪﾛﾏﾝｶﾞﾝ製造 TOA 電気音響・ｾｷｭﾘﾃｨ機器販売 ｳｨﾙｿﾝﾗｰﾆﾝｸﾞ 企業内教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
三菱商事 ｸﾛﾑ採掘、ﾌｪﾛｸﾛﾑ製造・販売 ﾄﾌﾟｺﾝ ﾎﾟｼﾞｼｮﾆﾝｸﾞ機器販売 販売
（資料）東洋経済新報社（2015）から作成。  （注）現地法人は事業毎に複数存在する場合あり。
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の集まるビジネス拠点となっている。
　日系の主な進出企業は第 7 表の通りで、日系各社が製造販売・サービスを
展開している。
　このうちトヨタ、日産、マツダ他は、南アフリカをサブサハラの生産・販
売拠点として活用している。UD トラックス（旧日産ディーゼル）は、アフ
リカ向け大型トラックを南アフリカで組み立てている。関西ペイントはアフ
リカでも現地人材を活用して事業を展開している（第 8 表）。
第 8 表　在南アフリカ日系企業の事業展開状況
企業 事業展開状況
トヨタ 新興国車「IMV」を車台も含め基本構造から全面刷新。燃費や排ガス性能を高め、環境規制に対応する方針。
日産 インドで生産する新興国向けの「ダットサンGo」の販売を、南アフリカからサブサハラアフリカに拡大する方針。
マツダ 南部アフリカでネットワークを持つ伊藤忠を、現地販売会社の共同の株主として受け入れ、販売を強化。
スズキ 低価格小型車の生産を、インド内陸のハリヤナ州から、西海岸部のグジャラート州の工場に移し、アフリカへの輸出体制を強化。
関西
ペイ
ント
中東・アフリカで事業を拡大。南アフリカでは、現地の塗料大手を買収（買収に反対しファンドへの身売りを計画した現地人CEOを解雇、関西ペイントのマレーシア
拠点にいたアフリカ経験の長いパキスタン人を南アフリカの社長として派遣）。日本とは商習慣が違うため日本人の駐在員は置かず、商品開発やマーケティング
も現地社員に委任。ジンバブエの塗料大手を買収、周辺国への事業拡大にも注力。南部アフリカで業務基盤を築き、東アフリカへの進出も企図。
住友ゴ
ム工業
インドのタイヤメーカー、アポロタイヤから南アフリカの子会社を買収、「ダンロップ」ブランドのタイヤの製造販売権と工場を継承。成長が見込めるアフリカ市場で
の販売拡大につなげる方針。
（資料）各社プレスリリース、IR資料、ウェブサイト、各種報道から作成。
②東アフリカ
　ケニアの一人当たり GDP は1358ドル（2014年、出所：世界銀行）で、ナ
イロビ郊外にある情報通信系産業団地には、IT 企業が集まり、「シリコンサ
バンナ」と呼ばれている。これをインド系の技術者が支えている。周辺には
インド人居住区があり、インド料理店も集まっている。
　これに比べ日系企業の進出は第 9 表の如く僅かだが、ケニアは左側通行で
右ハンドルが好まれるため、中古車や部品も販売されている。豊田通商は中
古車販売の「豊通オートマートケニア」を設けた。現時点で中古車を買える
層は、今後所得増により新車を買うことも期待できるため、アフターサービ
スを提供し、購買層を育成している。また中古車販売のウェブサイトを運営
するカービューは、ユーザー支援のためナイロビにサービス拠点を設けた。
表にはないが、日野自動車もケニアに販売・サービス拠点を設けた。さらに
三菱ふそうも、大型トラックをケニア、タンザニア、ザンビア、ジンバブエ
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で販売している。
　この他住友商事と伊藤忠丸紅鉄鋼は、サブサハラアフリカへの鉄鋼輸出の
ため、ケニアに駐在員を置き、印僑とも連絡を取り合いながら、鋼板加工設
備建設等プロジェクト情報を収集している。アフリカ東岸沖では大規模なガ
ス田が発見され、関連施設の建設が見込まれている。
　一方タンザニアは、一人当たり GDP が998ドル（2014年、出所：世界銀
行）で、二輪車やトラック等は、インド（同1596ドル）製の低中級品が好ま
れている。エアテル他インド企業が多数進出している。ダルエスサラームに
は、インド系のコミュニティがある。
　日系企業の進出は第10表の如く僅かだが、バッテリーや乾電池等、業務・
生活上の必需品の製造・販売が行われている。防虫薬を練り込んだ蚊帳は、
マラリア予防に寄与している。
　以上の他カネカは、合成繊維製のウィッグ（つけ毛）をマレーシアで生産
し、アフリカで販売している。多様な製品を用意し、小売店や美容院を通じ
販売する方法で、アフリカ中南部でシェア 5 割超という大ヒット商品となっ
ている。手触りが柔らかく、着けたまま洗髪できる製品を開発、中国の廉価
品と差別化し、アフリカ中でブランドを確立している。現地女性は縮毛が多
く、たとえイスラム教徒であっても家の中でお洒落を楽しんでいる。同社は
アフリカ女性の美容ニーズを充足している12。
　　第 9 表　日系ケニア進出企業　　　　第10表　日系タンザニア進出企業
親会社 現地法人の事業内容 親会社 現地法人の事業内容
ﾎﾝﾀﾞ 二輪車生産・販売 日清食品 即席麺製造・販売
豊田通商 自動車・部品、中古車販売 YKK ﾌｧｽﾅｰ加工・販売
ｶｰﾋﾞｭｰ 中古車情報ﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ ｻﾝｴｰｽ 塩ﾋﾞ用安定剤輸入・販売
（資料）東洋経済新報社（2015）から作成。 
親会社 現地法人の事業内容 親会社 現地法人の事業内容
GSﾕｱｻ 自動車用蓄電池製造・販売 住友化学 ｵﾘｾｯﾄﾈｯﾄ製造・販売、
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ 乾電池・懐中電灯製造 農薬研究開発・市場調査
（資料）東洋経済新報社（2015）から作成。 
12　カネカはつけ毛で2015年一橋大学大学院国際企業戦略研究科の「ポーター賞」を受賞した。
────────────
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第 3節　考察
 1 .GVC の類型化について
　GVC は第 2 図の如く、 ５ つに類型化されている13。GVC に参加している
インド企業の調整方法は、価格を通じた「市場型」が多いと考えられる。地
縁・血縁を重視する華僑と異なり、印僑はメリットがあればオープンな取引
をする傾向がある。合理的・ビジネスライクで、メリットがあれば日本企業
とも取引に応じる。市場原理に基づき価格で調整するやり方で、英語での交
13　　「市場型」（Market）は、スペックを指定した上で、市場価格を通じ条件を調整するも
のである。また「モジュール型」（Modular）は、枠にはめ込めばすぐに組み立てられる
　（「ターンキー」）ように、部品を「モジュール」にまとめて提供するやり方である（パ
ソコン等電気機械に多い）。これに対し「すり合わせ型」（Relational）は、売り手と買い
手が信頼関係のもと密接に調整を行い、相互作用の中で必要な部品を仕上げていくやり
方である（輸送機械等「インテグラル型」の産業に多く、豊田市のような産業集積地で
成立しやすい）。一方「垂直統合型」（Hiearchy）は、工程を垂直統合した企業が、全て
を担うやり方である。他方「従属型」（Captive）は、巨大なバイヤーが、中小のサプラ
イヤーを支配・統制する形である。
────────────
第 2 図　GVC の 5 類型
すり合わせ型モジュール型
リード企業 リード企業
モジュール型
サプライヤー
すり合わせ型
サプライヤー
市場型
価格
調整度合
従属型 垂直統合型
リード企業 垂直統合
型企業
権力度合
　（資料）Gereffi、 Humphrey and Sturgeon （2005）から作成。
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渉にも長けている。
　一方インドは周辺国と異なり、産業が相応に集積し国内で部品を調達でき
る。一部の優良な自動車部品メーカーの品質は、日欧の完成車メーカーでも
購入できる水準に達している。現地中小企業にはまだ困難だが、タタモー
ターズ等財閥系の企業は、インドに進出したグローバルなリード企業に対し、
　「モジュール」を提供していく力も備えているものと思われる。ただし日本
企業のように、リード企業とサプライヤーが、綿密な「すり合わせ」をしつ
つ製品開発を行うことはまだ一般的でない。他方ソフトウェア開発等、IT
関連のアウトソーシング業務では、Fragmentation（工程分断）が進んでい
るため、米国他のグローバル企業に業務の一部を「モジュール」として納入
する IT ベンダーが多いと思われる。このようにインドでは「市場型」が多
いものの、「モジュール型」も存在すると考えられる。
　これに対し日系企業の場合、独資の海外子会社では本社が多くを判断す
る「垂直統合型」が多いが、一部では現地企業に裁量の余地を残す「従属
型」（関西ペイント他）も見られる。既に事業基盤のある現地企業を買収し
た場合には、より自由度の高い「市場型」も存在する（日本通運、日立物流
他）。なお新興国向けの低価格機種を現地で開発しているグローバルなメー
カー（トヨタ、ホンダ、スズキ、日立建機、コマツ等）の下では、日本式の
　「すり合わせ型」の調整も行われていると推察される。
 2 .インドにおける生産の本格化
　　「世界の工場」と呼ばれた中国では、高齢化が進み、人件費が高騰してい
る。外交面や、環境問題等社会面でも課題が多い。「チャイナ+1」により
流出した企業を受け入れてきた ASEAN でも、タイ他では人手不足となっ
ている。この点人口大国のインドは、生産拠点・市場として魅力的である。
前述の如く世界主要国と FTA／EPA を締結しており、インドを通じ他の
市場とつながることができる。
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　前述のように、古来インド商人は貿易や商売を得意としてきた。最近は
IT 関連の受託業務も発展し、サービス経済化が一層進んだ。これに比べ製
造業は必ずしも得意として来なかったが、最近は政府の熱心な産業育成策も
あり、繊維や石油化学のみならず自動車産業も成長している。インドは将来
世界最大の人口大国となる見込みである。モディ首相は “Make in India” を
唱え、雇用吸収力のある製造業を強化する方針である。
　経済産業省（2012）は、アジアの産業集積間の連結性（Connectivity）を
高め、東南アジアと南アジアの GVC をつなぐ構想を提唱している。インド
シナ半島では経済回廊の整備が進んでいる。日系の物流会社も進出し、製造
業のロジスティクスを支えている。陸海空路を介して、ASEAN と南アジア
がつながることが期待される。
　世界の生産の中心地は、産業革命の起きた英国から、自動車で大量生産方
式を確立した米国、ものづくりの日本、「世界の工場」中国、さらに「チャ
イナ+1」で ASEAN へと、徐々に西に移ってきた。タイやインドネシアに
は自動車産業が集積したが、人手不足で人件費が高騰し、インドシナ半島で
は　「タイ+1」の動きが起きている。
　次は「南アジアの時代」となる可能性がある。インドは今後も人口が増加
するため、生産拠点として有望である。ただし電力・物流等インフラ面では
課題が多い。地場企業が多く競争も激しく、日系企業にとっては厳しい戦場
である。百戦錬磨のスズキやホンダといったグローバル企業でも苦労してい
る。インド市場では中間層の増加に伴う成長余地が大きく、日系企業は正面
から本気で取り組む必要がある。インド企業との提携を模索する場合、現地
は技術力やノウハウを必要としており、技術力のある日系企業は歓迎されて
いる。
　なお南アジアの先をみると、中東では労働を在住外国人に任せ、自らは働
かない（手を汚さない）傾向がある。またアフリカの労働者は、細かい作業
が不得意の場合もあるため、生産拠点の西遷は南アジアで行き止まりとなる
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可能性がある。日系企業としては、南アジアが最後のチャンスということに
なる。
　日系企業のインドでの生産を支えるのが、日系企業による物流である。現
地の陸海空運は、インフラの不備や煩雑な手続きにより、非効率で即時性に
乏しい。一方日本の物流業界は、国内の荷動きが先細りのため海外に商機を
見出している。荷主企業がグローバル化しているため、日本を経由しない第
三国間の物流にも対応しようとしている。インドでは自動車・電機各社の現
地生産が活発化している。中東アフリカへの輸出拠点として、今後も発展が
見込まれる。これは陸海空の物流業者にも商機となる。日本通運他の物流企
業は、日系メーカーのバリューチェーンを繋ぐ大事な役割を果たしている。
食品関連では、現地企業には難しいコールドチェーン（低温物流網）を構築
する力がある。丁寧な荷捌き、きめ細かな顧客ニーズへの対応は、日本企業
が得意で、海外でも評価されている。在日インド人のベンチャー ITE（千
代田区）は、再利用可能な保冷剤を開発し、暑く停電の多い現地で、野菜や
牛乳の輸送用に提供し、食品の廃棄減に貢献している。
 3 .中東・アフリカへの販売・サービス提供
　中東は石油・ガスに恵まれ、富裕層が存在し、購買力が高い。アフリカも
鉱物資源があり、中間層が増える見込みである。前述のように、両地域の労
働力は細かな手作業には向かないが、市場としては有望である。インドで生
産し、中東・アフリカで販売する形である。ASEAN と南アジアの連結性が
強まれば、各種製造業の集積する ASEAN が、南アジアの背後から重要部
品を供給する基地となることも考えられる。
　インドは中東・アフリカに距離的に近いだけでなく、所得や生活水準が近
いため、インド向けに開発・生産した製品を、そのまま中東・アフリカで売
ることができる。インド向けの電気製品は、電圧の変化や屋外での使用等、
過酷な悪条件下での使用に耐える製品が多く、アフリカの環境に適している。
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日本向けに比べ機能を減らし、低価格を達成した普及品は、現地のボリュー
ムゾーン向けとして好適である。
　一方日本の自動車は完成度が高く燃費もよい。低価格の小型車はインドで
生産され、アフリカにも輸出されている。車検制度が整っているため、中古
車でも塗装や機器類の程度が良く、補修部品も入手しやすく、ドバイを経て
アフリカで活用されている。トラックや建設機械は、今や新興国が主な市場
である。日本製品の耐久性（ハード）が、維持補修などのアフターサービス
　（ソフト）と相まって、日本・南アジア・中東・アフリカをつなぐ媒介とし
て機能している。販売側は純正部品を提供し、維持補修サービスを充実させ、
日本製品の丈夫で良質というブランドイメージを保っている。
　他方日本の得意とする高質な製品・サービスは、中東の富裕層向きであ
る。上流の婦人層は欧米のブランド品を既に所有していることが多く、日本
独自の個性的なものを求めている。良質だが飾らずシンプルな無印良品に禅
の精神（Zen）を見出している。ヨックモックの上品な菓子は贈答用に喜ば
れている。山の手アトリエのパンはマダム層に歓迎されている。女性の労働
は宗教的に制限されており、婦人層は時間に余裕があるため、美食やファッ
ション、エステ等の需要が大きい。日系企業の GVC 展開により、現地での
製品・サービスのオプション（選択肢）が増え、人々の生活が豊かになって
いる。
 4 .差別化要因としてのサービス活動
　所謂「スマイルカーブ」に示されるように、製品開発やサービス活動は、
生産活動以上に付加価値が高い傾向がある。日本のラーメンや調理パン・菓
子パン、クッキー、シュークリーム等は、日本で改変・高度化され、独自の
　「小麦粉文化」に昇華している。
　きめ細やかな日本式の接客サービスも、中東の夫人層の心を「わしづか
み」にしている。富裕層の子弟は、海外旅行や留学等で目が肥えており、日
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本式のサービスを正当に評価でき、高い対価を払える人々である。この層を
感動させることができれば、SNS 等で口コミの輪が広がっていく。
　サービス活動は、日系企業の GVC 展開において、高付加価値化の重要な
要素である。モノの安さでは新興国に勝てないが、丁寧なサービスを組み合
わせることにより、国際競争力を高めることができる。
 5 .日系企業による GVC 展開上の課題
　　「華僑」や「印僑」に比べ、「和僑」という言葉は一般的でない。教育水
準が高く勤勉で、親切心もある日本人が世界各地に散らばり、ものづくりや
おもてなしの業務に精励しているが、存在感やネットワーク力が華僑・印僑
ほどではない。
　南アジア、中東・アフリカでは、印僑が既にビジネス上のネットワークを
形成している。日立建機やコマツのように、まずインドに進出し現地企業と
協力関係を構築すれば、あとはタタ他のインド系企業が中東・アフリカに販
売してくれる可能性もある。何はともあれ、南アジアに足掛かりを築くこと
だろう。
　ただし特にサービス業では参入障壁が低いことが多く、中国での事例の如
くビジネスモデルを真似され、将来の競合を招く可能性もある。この点合弁
事業は現地の力を借りられる反面一定のリスクを伴い、日立建機やホンダの
如く独資の方が意思決定を迅速に行い自由に活動できる面がある。インド企
業と意見があまりに食い違う場合は、出資割合の再検討が必要となるかも知
れない。
　日本人にとっては、南アジア、中東・アフリカへの GVC 展開に際し、生
活面のハードシップが盲点となり得る。いずれも難しい市場で、腰を据えて
本気で取り組む必要があるが、日系企業では特に若手の駐在希望が少ない。
実際問題として、子供が小さければ家族帯同での赴任は難しい。進出を支援
する業務関連サービスや、現地での長期滞在における衣食住を支える生活関
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連サービスは、日系企業の業務展開を支える重要な要素となる。多様な日系
企業が現地に進出すれば、この点を総体的に補完し合える。
　南アジア、中東・アフリカは、日本と習慣の異なる難しい市場である。従
来の如く全て日本人が決める（垂直統合型）のではなく、関西ペイントのよ
うに現地人を登用し、権限委譲により自由裁量を与え、活躍してもらう形
（従属型）や、買収先の現地企業のネットワーク力を借りる形（市場型）が
適しているだろう。
おわりに
　査読者の方には、有益なコメントを頂戴した。ここに記し、感謝を申し上
げたい。
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